（憲法共同センター）２０１６年３月　憲法宣伝スポット（参考例）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０１６年３月
　私たちは、労働組合や女性・業者・農民・青年・弁護士・医療団体などが力をあわせて、憲法を守り、生かす日本にしようととりくんでいる、憲法共同センターです。今日は、戦争法の廃止を求める署名へのご協力をお願いしています。
　憲法共同センターも一翼を担う「総がかり行動実行委員会」では、全国で２０００万人分の署名を集め、戦争法を廃止しようととりくんでいます。「戦争法をなくせ」「憲法を守れ」の声を署名に託してください。責任をもって国会に届けます。
　ところで、みなさん。２月１９日、画期的なできごとがありました。今年７月におこなわれる参議院選挙に向けて、民主・共産・維新・社民・生活の５野党が、戦争法廃止のために選挙協力の協議に入ることで合意したのです。同じ日に、戦争法廃止法案も５野党共同で提出されました。野党が一致して戦争法をなくすために動き出しています。まぎれもなく、昨年来の戦争法廃止を求める国民の世論と運動がつくり出した変化です。
　熊本では、野党が共同で推す無所属の候補者擁立が決まっています。参議院選挙の投票日当日を、戦争法廃止の候補者がどの選挙区でも勝利する歴史的な日にするために、私たちも奮闘したいと思います。
　今度の参議院選挙は、戦争と平和のどちらの道を選ぶのか、国民の未来がかかった重要な選挙です。安倍首相は２月３日、衆議院の予算委員会で「憲法９条第２項を変えるべきだ」と述べ、自民党が改憲草案を発表していることにも触れました。

　自民党の改憲草案はどんなものか、みなさん、ご存じでしょうか。憲法９条第２項を変えて「国防軍」を明記する。さらに「自由及び権利には責任及び義務が伴うことを自覚し、常に公益及び公の秩序に反してはならない」とまで書いています。
　つまり自民党は、軍隊が持てる憲法に変えようとしている。さらに今の憲法には、表現の自由、人身の自由、思想や良心の自由、生存権や教育を受ける権利などが明記されていますが、自民党は「公益」「公の秩序」を理由に制限できるようにしますよ、と憲法に書き込もうとしているのです。
　さらに、高市早苗総務大臣は、「放送局が政治的な公平性を欠く放送法違反を繰り返した場合、電波法に基づき電波停止を命じる可能性もある」などと述べました。　
　戦前、日本では、戦争は負けているのに「勝利した」とウソの発表をし続けて、国民をあざむきました。政治に批判的な国民は逮捕されたり、拷問にかけられ、殺された人もいました。これと同じことを自公政権はしようとしているのではないかと批判の声が広がっています。
　国民から自由と権利が奪われるとき、それは戦争へ歩み始めるときです。日本を軍隊が持てる国にする。海外で人を殺せるようになる。国民の自由が奪われる。こんな国にするわけにはいきません。
　３月２９日には戦争法が施行されますが、自衛隊が海外で一人の外国人も殺さず、また、殺されないうちに、一刻もはやくこの法律を廃止させましょう。戦争法廃止を求める２０００万人署名へのご協力を重ねてお願いします。
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